
   1
 

 

平成 26 年 3 月 31 日 

各  位 
 

会 社 名

 
東  海 運 株 式 会 社

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 壁 谷 泰 雄

（コード番号：9380  東証第一部）

問合せ先 取締役常務執行役員 
経 営 企 画 部 長 

山 崎 隆 平

（ TEL. 03-6221-2203）
 

中期経営計画（2014 年度～2016 年度）に関するお知らせ 

 
当社は、2014 年度から 2016 年度までの 3 ヵ年を対象期間とする 16 中期経営計画を策定いたしまし

た。その概要を下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．前回中期経営計画（13 中期経営計画(2011 年度～2013 年度)） 
 

当社は前回の 13 中期経営計画において、“““    総総総合合合物物物流流流企企企業業業   ＡＡＡＺＺＺＵＵＵＭＭＭＡＡＡ   ”””の実現に向けた第 1 ステ

ップとして３ヵ年で達成すべき姿を明確にし、持続的成長への基盤づくりを推進するために、「既存

事業の収益力向上」「新規事業の推進」「低採算・不採算事業の改善」等の施策により事業構造の転

換及び事業の深化を図り、経済環境の変化に耐えうる企業体質の構築を進めてまいりました。 
13 中期経営計画の 3 ヵ年においては、計画の最終局面になってようやく耐久財を中心とした消費

税増税前の駆け込み需要の顕在化や緊急経済対策の進捗による公共事業の増加に伴う内需を中心と

した底堅い動きなど、環境の好転が期待できる状況になりました。 
しかしながら、3 ヵ年を通して振り返ると、開始直前 2011 年 3 月の東日本大震災、歴史的な円高

等による景気の低迷、欧州債務危機を背景に輸出の減速が続いた中国をはじめとするアジア経済の

低迷、日系企業の海外現地生産比率の上昇などの逆風が吹きました。 
その結果、2013 年度の連結数値目標に対して、海運事業においては増収・増益を達成する見込み

ではあるものの、不動産事業においては若干の減収・減益、営業収益の 7 割を占める物流事業にお

いては目標未達となり、当社グループとしての連結数値目標に対しては営業収益・利益ともに未達

となる見込みです。 
このように 13 中期経営計画に掲げた数値目標に関しては不本意な結果となりましたが、一方で数

十項目に及ぶ部門毎の主要個別課題に取り組んだ結果として、社員一人ひとりの意識の変化も含め、

“““    総総総合合合物物物流流流企企企業業業   ＡＡＡＺＺＺＵＵＵＭＭＭＡＡＡ   ”””の事業基盤構築につながるような成果が少なからず挙がっているこ

とも事実です。 
このような認識のもと、こうした成果を維持継続しつつ、取り組みの過程において「どこに問題

があったのか」、「なぜできなかったのか」についても徹底的に検証し、その反省を踏まえ、“““    総総総合合合

物物物流流流企企企業業業   ＡＡＡＺＺＺＵＵＵＭＭＭＡＡＡ   ”””の実現に向けた第 2 ステップとなる「16 中期経営計画」を策定致しました。 
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２．次期中期経営計画（16 中期経営計画(2014 年度～2016 年度)）の概要 
 

当社は「16 中期経営計画」において、グループの進むべき方向性として、「すべてのステークホル

ダーの満足度向上」を掲げ、次のような重点方針のもと、グループ全体で取り組むべき重点課題を

厳選し、企業価値の向上を目指して更なる飛躍に挑戦します。 
 

(1) 16 中期経営計画 グループ重点方針 
① 事業基盤の再構築 
 収益・利益拡大に向けた事業基盤の強化 

当社が長年培った既存事業におけるプレゼンスを維持しつつ、コアとなる事業領域の体質強

化を図ってまいります。併せて成長を見据えた積極的な投資を進めてまいります。 
また、不採算事業については抜本的な改革に取り組みます。 

 
 グループ総合力・営業力の向上 

グループ内の連携強化により営業力向上を図ります。併せてこれまでの部門最適から全体最

適へのシフトを進め、グループ利益の最大化を目指してまいります。 
また、総合力を発揮するための組織体制の再構築を図ります。 

 
 事業環境の整備 

IT、財務戦略、会計手法等のインフラを見直すと共に、企業の持続的発展に向け CSR、内

部統制等の更なる充実を図ります。 
 

② 新規事業の創出 
 既存事業とシナジー効果のある事業モデル創出 

成長分野の顧客獲得に必要なロジスティクスノウハウの蓄積を進め、高付加価値化による内

陸倉庫事業の強化など、既存事業とのシナジー効果のある事業モデルを創出してまいります。 
 

 海外事業の拡大 
当社の強みであるロシア・モンゴルにおける物流ネットワークやタンデム・グローバル・ロ

ジスティクス・ネットワークを活かした海外新興諸国への進出を進めてまいります。 
 

③ 人財の育成 
 持続的な成長を支える自律型人財の育成 

「人」は「財産」であるという認識のもと、新規事業や海外事業への展開に必要なグローバ

ルかつ自律的な人材の育成に努めてまいります。 
 

 ビジネススキルの習得 
グループ全体のコンプライアンス意識の向上を図るとともに、一人ひとりの業務スキルの向

上、PDCA サイクルの徹底、５S の浸透などにより、持続的な成長を支えるための人材のレベ

ルアップを図ります。 
 

(2) 連結計画数値 
（単位：百万円未満切捨て） 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

2014 年 3 月期予算 40,631 735 709 389

2017 年 3 月期計画 46,699 1,120 1,109 727

増 減 ＋ 6,068 ＋  385 ＋  399 ＋  337
 

※ 上記の計画及び数値目標は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績等は様々な要因により計画と異なる場合があります。 
 

以上 


